
 

 

委員および一般からのご意見 

 

 

①委員から流域委員会への意見、指摘（2008/2/20～2008/3/10 第 73 回委員会以降） 

No. 発言者・所属等 受取日 内 容 

019 水山高久 委員 08/2/21 「難破堤堤防に関する確認」が寄せられました。別紙019-1

をご参照下さい。 

018 岡田憲夫 委員 08/2/20 「[計画策定] 「原案」総括審議の論点についての意見」が

寄せられました。別紙018-1をご参照下さい。 
 

 

②一般からの流域委員会へのご意見（2008/2/20～2008/3/10 第 73 回委員会以降） 

No. 発言者・所属等 受取日 内 容 

990 酒井隆氏 08/3/10 「納税者・住民は、もう許さない！国交省・近畿地方整備局

に説明を求める。」が寄せられました。別紙990-1をご参照下

さい。 
989 古川喜道氏 08/3/7 「川上ダム早期着工の御願い」が寄せられました。別紙989-1

をご参照下さい。 
988 上野遊水地連絡協議

会副会長  

佐治行雄氏 

08/3/7 「川上ダムの本体工事早期着工を求める意見書」が寄せられ

ました。別紙988-1をご参照下さい。 

987 佐川克弘氏 08/3/7 「天ヶ瀬ダムの利水容量他について」が寄せられました。別

紙987-1をご参照下さい。 
986 佐川克弘氏 08/3/7 「天ヶ瀬ダムの利水容量に関する質問」が寄せられました。

別紙986-1をご参照下さい。 
985 佐川克弘氏 08/3/7 「京都府の水需要の精査確認に関する質問」が寄せられまし

た。別紙985-1をご参照下さい。 
984 東典宜氏 08/3/7 「意見」が寄せられました。別紙984-1をご参照下さい。 

983 平田忠幸氏 08/3/6 「川上ダム建設早期完成を望む」が寄せられました。別紙

983-1をご参照下さい。 
982 古川光彦氏 08/3/5 「意見書」が寄せられました。別紙982-1をご参照下さい。

981 藤永幹夫氏 08/3/4 「意見」が寄せられました。別紙981-1をご参照下さい。 

980 西山甲平氏 08/3/4 「川上ダム建設促進についての意見」が寄せられました。別

紙980-1をご参照下さい。 
979 薮内和雄氏 08/3/4 「上野遊水地・川上ダムの早い完成を願う」が寄せられまし

た。別紙979-1をご参照下さい。 
978 安堂勉氏 08/3/2 「淀川水系流域委員会様」が寄せられました。別紙978-1を

ご参照下さい。 
977 伊賀利水検討会

 浅野隆彦氏  

08/2/28 「《伊賀用水問題を考える》＊用水原価と水道料金＊自流水

取水可能＊補う代替案＊〔改訂版 原版 2008年1月25日〕」

が寄せられました。別紙977-1をご参照下さい。 
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No. 発言者・所属等 受取日 内 容 

976 荻野芳彦氏 08/2/28 「質問書 木津川上流の指定（知事管理）区間の河川管理に

ついて」が寄せられました。別紙976-1をご参照下さい。 
975 田渕弘氏 08/2/27 「意見」が寄せられました。別紙975-1をご参照下さい。 

974 近藤ゆり子氏 08/2/24 「水資源機構ダムについて－再論－」が寄せられました。別

紙974-1をご参照下さい。 
973 自然愛・環境問題研

究所 浅野隆彦氏 

08/2/22 「淀川水系流域委員会運営会議御中」が寄せられました。別

紙973-1をご参照下さい。 
972 小松好人氏 08/2/20 「淀川流域委員会の活動に思う」が寄せられました。別紙

972-1をご参照下さい。 

 



難破堤堤防に関する確認 

水山高久 
  

破堤しにくくする対策を施す場合、HWL＋余裕高ではなく、HWL の高さで施工するこ

とになるのでしょうか。そうでないと、＋余裕高の現在の高さで施工すると、未施工区間

に対して安全になりすぎますね。施工後、余裕高を盛土することもあるのでしょうか。 
 

019 水山高久委員
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                           2008. 2. 20 
                         淀川流域委員会委員 岡田憲夫 

 
[計画策定] 「原案」総括審議の論点についての意見 
次の項目についても審議と検討が必要と考える。 
 
計画原案の冒頭における「河川整備策定に当たっての計画基本的考え方」の中で、 

「Plan(計画)、 Do(実施)、 Check(点検・評価)、 Action(処置・改善)のサイクルを考慮し、

随時進捗状況を点検して、必要に応じて見直しをするものとする。進捗状況の点検に当た

っては流域委員会の意見を聴く」としている。これは本原案の性格を規定する新しい考え

方で、高く評価できる。問題はその具体的手順や仕組みとその実施・実現を保証する方法

が明確でない点である。この意味で総括審議において問題とすべきは以下の点にある。 
1.整備計画の対象期間は概ね 20～30 年であることが明記されているが、それでは上記の

PDCA サイクルは何年程度を(基本的循環)単位として行うのか。たとえば対象期間内で 5
年程度を基本として何サイクルかの繰り返しが必要になると考えられるが、そのように

判断してよいのか。これは事業評価という形で流域委員会に報告されると理解してよい

のか。むしろ事業評価のあり方や具体化の基本的な方法についても委員会は意見を提示

すべきではないか。 
2. 「計画の具体的施策で「実施する」と記述している施策は、本計画期間に速やかに実施

するものであり、「検討する」と記述している施策は、今後、実施の可否も含めて検討

していくものであり、検討結果が出た時点で、整備計画の変更を行うものとする。」と

説明されている。これによれば、「実施する」と記述している施策は、「速やかに実施

する」(速効性が求められるという意味で実施を優先すべきこと)のであって、PDCAサイ

クルによる点検・評価の対象にはならないということのように解釈できる。この解釈が

妥当なのか、それとも「実施する」と記述している施策も、PDCAサイクルによる点検・

評価の対象とすると解釈するのが妥当なのか。そのいずれかによって、これまで議論し

てきた個別の施設整備は「実施する」としていても、5年程度の点検期間での進捗状況や

社会状況の変化によっては、必要に応じて見直しがあり得ると判断されることになる。 

3. PDCAサイクルによる点検・評価を真に実践可能にするためには、事業評価システムを

明確化するとともに、点検・評価の基準や、計画の5年程度の達成目標や達成方法を事前

にルールとして決定し、導入することが不可欠になる。 
4.  節水型社会を目指す記述の中で、「異常渇水時には、ハード・ソフトの両面で対策を講

じる」とあるが、「ソフト」の対策を具体的にどのように担保するのかについて、達成目

標や達成方法を明記した「行動計画(action plan)」が骨子として欠如している。このこと

は、水需要管理に関わらず、治水における土地利用対策や情報サービス施策、環境にお

ける順応管理(adaptive management)のスキーム導入などにおいても当てはまる。 

018 岡田憲夫委員
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「説明責任」という言葉の使い方についての本委員の違和感と意見 
 
当委員会では、現段階において、「河川管理者は十分な説明責任を果たしていない」という

意見が大勢を占めているように判断されるが、本委員は、必ずしもそうは考えない。 
これまでの膨大な質問項目に対する河川管理者の回答作業にかけた時間と労力は膨大な

ものである。この意味では量的な説明責任はそれなりに為されたとも考えられる。しかし

質的に高い、効果的な説明が委員になされ、適切なやり取りができているかという意味で

は、必ずしもそうではないと、本委員も判断せざるを得ない。しかし、それはむしろ説明

が説得的ではない、つまり「説明の説得性」が相当に不足しているということではなかろ

うか。 
しかしながら指摘すべきは以下の点にあるのではなかろうか。本委員は以下の点で河川

管理者のこれまでの応答は肝心なところで、「ある種のぼかしやズラシ」を繰り返しており、

それが温度差はあるものの、各委員に対しても共通にコミュニケーションが円滑に進まな

い苛立ちを引き起こしていると考える。つまり「論点があまりかみ合っていない」という

感がいなめない。特に、河川管理者は治水・利水・利用の考え方を転換するために積極的

な施策を推進するという明確な意思と具体的な方策を提示していない。 
 
なお「説明責任」がどこまで達成されたのかという議論は、PDCAサイクルをふまえた点

検・評価システムの整備と、そのための情報が適切に開示されることが不可欠であり、計

画の達成目標や達成方法が事前に示され、それをモニターし、点検・評価する基準がルー

ルとして安定的に適用される条件が整えられることが必要である。このようになって初め

て第三者の目からある種の客観性をもって「説明責任の妥当性」が判定できるようになる

と期待される。その意味では、本流域委員会の議論がそのような枠組み・ルールづくりに

今後活かされて初めて、将来は、より適切な形で「説明責任は十分に(量的・質的に)なされ

たか」が問えるのだと考える。本委員会はこのような観点からの提言も盛り込むのが良い

のではないかと考える。 
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納税者・住民は、もう許さない！国交省・近畿地方整備局に説明を求める。 
 不正防止事案再発防止検討委員会を淀川水系流域委員会に設置を！ 
  
１．国交省キャリア２人逮捕 
  国営公園談合事件 入札妨害の疑い（２／２３新聞報道） 
  
２．国営飛鳥歴史公園で談合の疑い（近畿地方整備局管轄） 
 大阪地検特捜部捜査 関係者再逮捕 （再掲） 
  
３．７１回委員会参考資料１ ＮＯ９２７続報意見 

 官製検討委員会では談合防止はできない！ 
   記者クラブ資料配布 近畿地方整備局２０／２／６ ２０：５０ 
   「第２回 近畿地方整備局発注工事にかかる不正事案再発防止検討委員会の議事概要について」

全文（再掲） 
 

琵琶湖・淀川水系流域圏京都桂川流域住民 酒井 隆 
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近畿地方整備局 配 布 平成２０年２月６日

資 料 配 付 日 時 ２０：５０

件 名 第２回 近畿地方整備局発注工事にかかる

不正事案再発防止検討委員会の議事概要について

本日開催された「近畿地方整備局発注工事にかかる

概 要 不正事案再発防止検討委員会」の議事概要を配信します。

取り扱い

近畿建設記者クラブ

配布場所 大手前記者クラブ

豊岡市政記者クラブ

近畿地方整備局 小林主任監査官

代表電話 ０６－６９４２－１１４１（内線２１１４）

直通電話 ０６－６９４６－０９３５（夜 間）

問合せ先 総務部 上田総括調整官

代表電話 ０６－６９４２－１１４１（内線２２１２）

直通電話 ０６－６９４６－０３２９（夜 間）

企画部 岩崎企画調整官

代表電話 ０６－６９４２－１１４１（内線３１１２）

直通電話 ０６－６９４６－９８７９（夜 間）

990 酒井隆氏
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第２回近畿地方整備局発注工事にかかる不正事案再発防止検討委員会の

議事概要について

平成２０年２月６日

＜問い合わせ先＞

小林主任監査官 内線（２１１４）

上田総括調整官 内線（２２１２）

岩﨑企画調整官 内線（３１１２）

TEL 06-6942-1141（代表）

（概要）

標記の会議について、以下のとおり開催されましたので、お知らせします。

（開催日時）

平成２０年２月６日（水）１７：４０～１９：５０

（開催場所）

大阪マーチャンダイズ・マートビル ２階 １・２号室

（出席者）

委員長 布村近畿地方整備局長

委員 副局長（建設）、副局長（港湾）、総務部長、企画部長、建政部長、河川部長、道

路部長、港湾空港部長、営繕部長、用地部長

中務 嗣次郎（入札監視委員会委員長・弁護士法人中央総合法律事務所所長弁護

士）

吉川 吉衞（発注者綱紀保持委員会委員・大阪市立大学大学院教授）

大西 有三（京都大学大学院工学研究科教授）

（議事概要）

○布村局長挨拶

本日も外部委員の方々には、お忙しい中、前回に引き続きご無理を申し上げ、こうした

夕方の時間で恐縮ですがご出席賜りありがとうございます。

2 月 2 日には、既に逮捕された職員と業者が起訴保留のまま再逮捕され、同一業者の方
が新たに逮捕されました。これまでも申し上げているように、極めて遺憾なことであり、

水害の被災者をはじめとした地元の皆様、国民の皆様にお詫びしたいと思います。徹底し

た究明のための調査を行うとともに、二度とこのようなことが起きないような再発防止策

を確立していきたいと思います。

現在、前回の委員会でいただいた意見も踏まえ、契約関係の資料調査等を進めています。

また、これまで警察から、「職員や関係業者の事情聴取等の捜査に支障があることについ

ては厳に差し控えて欲しい」との要請がありましたが、1 月 30 日に警察から「職員及び

990 酒井隆氏
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沖野工務店以外の関係業者に対する事情聴取等の調査をしてもらってもよい。」との了解

を得たことから、関係職員及び関係業者に対する事情聴取を開始したところです。

収賄容疑で逮捕された職員については、接見もできない状況にあり、現在のところ、職

員をはじめとする関係者からの事情聴取を始めたばかりで、事実関係が判明していないと

ころが多々ございます。本日の委員会では、現在の調査状況等を報告させていただき、徹

底した事実関係の究明のために追加すべき調査・検討項目について御議論をお願いしたい

と思います。また、全般にわたる再発防止策については、年度末を目途に中間とりまとめ

をお願いしたいと考えておりますが、今からでもすぐにできることについては、当面の再

発防止策として取りまとめ、速やかに実施したいと考えており、このことについても審議

をいただきたいと思います。

1 回目の委員会でも申し上げましたように、全職員が一丸となって再発防止に取り組む
ことが必要であると考えており、事実関係の徹底した究明のもと、二度とこのようなこと

が起きないよう、具体的かつ実効性のある防止策を確立できるよう、当整備局としてもし

っかり対応していく固い決意でございますので、委員の皆様におかれましては、ご多忙の

中、誠に恐縮ですが、本日及び今後の審議につきまして、よろしくお願い申し上げます。

なお、本委員会の審議内容と直接関係することではありませんが、円山川沿川の地元の

方々からは、今回の事件で一連の水害対策が遅れないか心配される声が多く出されており

ますが、遅滞することのないよう、整備局をあげて最大限の努力をしていくこととしてお

ります。

○議事

（１）現在の状況について事務局より説明。

・１月２８日付けで、中村豊岡河川国道事務所長を企画部付とし、現地で捜査協力や

報道対応に専念させる人事を発令。事務所長は、細川環境調整官が兼務する。

・１月３０日に兵庫県警から沖野工務店以外の業者及び整備局職員に対し、整備局と

して調査を開始することについて了解を得、２月４日から関係職員に対する事情聴

取を開始した。

・１月３０日、３１日にカウンセラーを豊岡河川国道事務所に派遣した。

・２月２日、兵庫県警に逮捕拘留されていた豊岡河川国道事務所職員が(株)沖野工務

店からの収賄容疑で再逮捕された。また、同日、新たに同工務店社長が贈賄容疑で

逮捕され、同工務店営業部長が同容疑で再逮捕された。

（２）これまでの調査状況及び調査結果、今後の調査・検討の進め方について事務局より

説明。

・調査対象の工事数、調査項目数が多いため、段階的に調査を行うこととした。

・書面の調査として、まず変更額の大きい工種を含む工事（全体７４工事のうち５９

工事）について、書面により積算の適正性、変更契約の理由の妥当性、変更手続の

適正性に関する一次調査を実施した。その結果、現時点で水増しと思われる不適切

な積算は見受けられないが、確認不足の項目や書面上確認できない項目が存在した

・一次調査対象外の１５工事の単価・数量・工種の根拠等の調査を実施するととも

に、検査手続のプロセス及び一次調査で抽出した疑問点、不明な点を明らかにする

990 酒井隆氏
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ための詳細な調査（書面では確認できない変更理由の妥当性、単価、数量、工種の

根拠、追加・変更した工法／材料の選択理由、変更手続のプロセス、検査手続の実

施状況等について、関係者（職員、業者）から事情聴取）を行う。

・業者選定の公正性、総合評価落札方式の評価の妥当性について書面上の調査を行っ

たところ、現時点で業者の選定、総合評価の評価について、不適切なものは見受け

られないが、書面上確認できない項目が存在した。

・業者選定手続き及び総合評価落札方式については、現時点で特に問題は見られない。

一部の定性的な項目についてその考え方を事情聴取により確認する。

・藤田係長が担当していた工事について、設計、積算、契約、工事監督等の業務上、

何らかの関係があった関係者（職員、業者）から事情聴取を行う。

【主な意見】

・予定価格漏洩については未調査であり、問題の有無について、現時点では判断でき

ない。

・積算の適正性、業者の選定及び総合評価落札方式の評価の妥当性については、現時

点までの調査で、特段の問題があると見受けられる点はない。

・変更理由の妥当性については、書面上だけでは十分確認できないため、事情聴取に

よる補完が必要。

・事情聴取の対象は、原則として職員、業者とし、特に必要が生じたとき、第三者の

意見を聞くこととしてはどうか。

・当面の調査項目としては、妥当なものと考える。今後必要に応じて追加していけば

よい。

（３）当面の再発防止策について議論。次のような意見があり、引き続き検討していくこ

ととされた。

【主な意見】

・変更契約額が３割を超える場合の事前承認制度の導入を検討すべき。

・昨年１０月に改正、強化した「発注者綱紀保持規程」の更なる周知徹底すべき。

・事務所レベルでのコンプライアンスの強化対策を検討すべき。

・整備局に通報制度（内部・外部）の創設を検討すべき。

・職員が業者と単独で接触する場合の事前承認制度の導入を検討すべき。

・談合防止に向けた対策の強化を検討すべき。 など

（４）その他

・資料２－２の別紙２及び資料２－３の別紙１から６については、警察の捜査への支

障を確認する必要があるため、資料の公開について警察へ確認を行った後、公表す

べき。

・外部委員から不祥事等に関する警報装置の業務システムへの組み込みについて説明

があった。

○次回日程

・２月下旬を目途に調整。
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「不正事案再発防止検討委員会」では、国交省職員の談合・収賄体質はなくせない。 
日弁連等外部セフティーネット機関設立で真相究明を！ 
 キーワード：情報公開・不作為(追加) 
添付資料２／２８ ２０：００近畿地方整備局記者発表資料 
及び前回の発信資料とホットライン資料で意見とします。   
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平成 20 年 3 月 1 日 
三重県知事様 
 

淀川水系流域委員会 前委員 荻 野 芳 彦 
同  上 現委員 千代延 明憲 

質 問 書 

木津川上流の指定（知事管理）区間の河川管理について 
 

三重県知事におかれましては、地域主権の考え方に基づき、県民の先頭に立って県

民の安心と安全のために地域づくりを進められ、ご同慶に存じます。 
ご承知の通り、淀川水系流域委員会におきましては 7 年間の長期にわたり、淀川水

系の河川整備計画について審議をしてまいりました。木津川上流に予定されておりま

す川上ダムに関る利水問題についてご質問いたします。よろしくご回答をいただきま

すようお願い申し上げます。 
 
 
このたび河川管理者（近畿地方整備局）から、大内地点（川上ダムに関わる基準点）

における渇水流量及び河川維持流量が公表されました。「基準渇水流量」と言う言葉は

使えないとのことですが、実質的には 20 年間の第二位の渇水流量を採用しており、10
分の 1 の利水安全度として昭和 42 年（基準年）の渇水流量を 0.68m3/s としています。

これは国の利水安全度の基準を満たしております。また、それに対して河川維持流量

は 0.74m3/s として公表されました。 
 
１． これらの数値について、ダム開発を含む河川整備計画に関る重要事項は、決定

に際して遅滞なくこれを公表して関係自治体および市町村長等の意見を聞くこと

が必要とされています。三重県として近畿地方整備局から十分な説明を受けておら

れますか。 
２． この大内地点は指定区間と直轄区間の境界にあります。上の１．の質問に照ら

して、指定区間の河川管理者として三重県知事が、指定区間の河川維持流量を決定

したと言う事実はありますでしょうか。 
３． 河川維持流量（0.73m3/s）が渇水流量（0.68m3/s）を上回り、逆転した数値

となっています。通常このようなことはありませんが、何か特別な配慮があったの

でしょうか。また、この数値を川上ダム開発の基礎数値として、河川維持流量の不

足分を不特定利水容量として、新規利水は新規利水容量として、川上ダムに利水容

量を確保しております。このことをご承知でしょうか。 

976 荻野芳彦氏
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４． 今般の川上ダムの利水計画は奈良県および西宮市の上水道が撤退の意向を明

らかにし、伊賀市水道も規模を縮小しました。川上ダム建設の利水容量に関わる負

担は三重県と伊賀市水道が負うことになります。当然、建設後の維持管理費の負担

も負わなければなりません。将来の財政負担をどのようにお考えでしょうか。 
５． 委員の意見には、河川維持流量を仮に 0.3m3/s 程度に設定すると、渇水流量と

の差は約 0.38m3/s となり、伊賀市水道が必要とする水量（0.358m3/s）を確保で

き、もちろん不特定利水容量も不必要となる、との考えがあります。規模を縮小し

たこの段階でダムの利水容量は不要となり、三重県や伊賀市水道のダムに関わる大

規模な財政負担はなくなり、重い荷物を降ろすことが出来ます。いかがでしょうか。

三重県民としては大きな負担を強いられるより、利水管理の基準も満たし、自然環

境にも配慮し、安定した水源確保からもこの程度の利水管理が妥当と思われますが、

どうでしょうか。 
６． 以上でご質問はおわりますが、淀川水系流域委員会では 3 月末日に意見書をと

りまとめて近畿地方整備局に提出することになっております。年度末のご多忙中の

こととは存じますが、3 月 8 日までにご回答をいただければ幸甚に存じます。 
 
 

以 上 
 
 

付 言 
下記のような水利調整の必要性も委員会で審議されておりますので申し添えます。 
淀川下流域の上水道・工業用水は三重県内のダム等に水利権を持ち、1 日約 300 万

m3 の未利用水を抱えております。そこで青連寺ダムに水利権を有する大阪市の上水道

の一部を転用し、これを青連寺開拓事業の用水パイプラインを利用して伊賀市水道に

送水する、この案は、上下流の流域住民の連携とオール三重県として農業分野と市民

が協力できる大変よい案であると思われます。 
また、新河川法では渇水時の水融通の円滑化が加えられ、異常時に備えた流域全体

の利水管理体制を整備することが必要と謳われています。異常渇水時の緊急水の確保

も重要な課題です。出来る限り既存の水源は廃棄せず確保して、その上で、淀川下流

住民との連携も施策のひとつに入れてください。 
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2008.2.27 

■意見 

田渕 弘 

 
１．淀川本流は上流にダムが整備されて防災的には現状で十分だと思う、然し天瀬ダムは

建設されてから相当な年月が経過してる、老朽化が進んでいるのであれば改修が必要と考

えられる。 
 
２．本流護岸際に生えている、多くの雑木が大きくなり、増水時には流れの障害物（抵抗

物）になる為、速やかに伐採が必要と思う、流れに逆らわない葦等は水を浄化する効果が

有り有益で有るが大きな樹木は折れたり倒れ（抜かれ）たりして流されて橋桁等にぶつか

りする障害物で有り又抜かれた場合は土砂も流され有害で有る。 
 
３．淀川本流を活用し公共交通手段としての定期船と民間のタクシー船の運行を検討して

はどうか？ 
 
現在東西の公共交通は京阪電鉄と阪急電鉄でその間が相当な距離が空いている、その間を

淀川を利用して定期船を両岸に運行しては如何か？、混雑して時間が不安定な路線バスよ

りは、信号も無くすいている川の活用の方が効率的だと考えられる。 
（例えば、宇治から天満橋か淀屋橋間で） 
 
タクシー船は郊外は利用者が少ないと思われるので、市内の川で民間企業に許可してはど

うか？ 
 
尚各運行会社から適切な河川利用料を頂きその金は護岸の警備、整備の一部に充当する

等・・？ 
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水資源機構ダムについて－再論－ 
 
                                                          ２００８年２月２４日 
 

近藤ゆり子 
 木曽川水系揖斐川流域住民  
「徳山ダム建設中止を求める会」事務局長 
〒503-0875 岐阜県大垣市田町1-20-1    
 TEL 0584-78-4119 

 
１．「まずダム建設計画ありき」の整備計画原案 
 ～「利水者撤退表明」あれど水資源機構法施行令３０条は封印されたまま～ 
 
 ２月１５日の日本経済新聞で、「伊賀で計画 川上ダム 西宮市が撤退 阪神水道企業団から確

保」という報道がなされたようです。西宮市の川上ダム事業からの撤退の意向は以前から表明さ

れていました。２２日、西宮市水道局経営管理グループの担当者に電話にて訊きしました。 
① 西宮市議会等への「撤退」意思表明はＨ１７年９月に行った 
② 淀川水系河川整備計画・淀川フルプランが策定されていないので、対外的な表明はして

来なかった。 
③ Ｈ１９年１２月２０日に国土交通省から撤退にかかる費用が示されたので、撤退負担金

を負担して正式に撤退する意思を固めた。 
④ 「撤退意思表明」公文書を出すかどうかについては、まだ・・・・ 
 
  通称「撤退ルール」＝水資源機構法施行令３０条が設けられた際、この「撤退ルール」が動き

出す要件を何度も国交省本省に確認しました。河川整備計画策定（変更）やフルプラン変更あ

るいは行政間の調整も要件とはしていない、「撤退意思を明らかにする公文書が、利水者か

ら事業者に発出される」ことで「撤退ルール」は動き出すのだ、という回答でした（国交省

河川局治水課。撤退に係る費用算出のためには一定の行政間の調整等が必要であろうと思い

ます。むしろ私のほうから「その辺りはどうなのですか？」としつこく訊きました。その上

での回答です）。 
 河川整備計画が未策定だとか、フルプラン変更がされていないとかで、正式の撤退表明（公

文書発出）をしない、というのは「話が逆」です。利水者の意思が鮮明であってこそ、河川

整備計画及びフルプランが（その意思に沿って）策定または変更されるのです。（もし「（現

行の）河川整備計画及びフルプランに位置づけられているからには、それらが変更されるま

では、利水者は、たとえ不要と考えるに至ってもなお事業に参画し続けなければならない」

というのであれば、あれだけ揉めた挙げ句に作った水資源機構法施行令３０条＝通称「撤退ル

ール」は一体何なのでしょう？） 
 
 丹生ダムにおいても、利水者が議会等に対しては全て撤退表明をしているのに、淀川水系流域

委員会で、河川管理者は「水需要の精査確認」に何年もの時間をかけるという不可思議な状態が

続きました。「利水者総撤退」であれば、ダム事業は、水資源機構事業としては成立しません。

いったん計画を白紙にするのが法律の原則です。 
 しかし、「利水者が撤退意思表明の公文書を事業者に出さない」ことで、丹生ダム・川上ダム
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ともに、これまでの事業実施計画は活き続けてきました。水資源開発促進法に基づく水資源機構

事業としての丹生ダム計画に赤信号が点り、川上ダム計画に黄信号が点ってから後も、両ダムと

もに、何年間も「水資源開発事業交付金」が支出され続けてきました。つまり、利水者が撤退表

明をした後に、さらに撤退に要する費用が増え続けてきのです。 
 そして今なお「新たな計画が出来るまで」丹生ダム・川上ダムともに現行計画を活き続けさ

せるのが河川管理者の意思のようです。 
 
 これでは、「まずダム建設計画ありき、だ」と断じるしかありません。 
 「今年度中に淀川水系河川整備計画を策定したい」とし、かつ現行計画を維持出来ないこ

とが明白な丹生ダム・川上ダムを原案に入れ込んでいます。丹生ダム・川上ダムを河川整備

計画に位置づけたいならば、目的・規模・事業者等をしっかり説明できる新たなダム計画と

して、流域委員会に提出できなければ話になりません（審議すべき基礎を欠く）。「ダム建

設の目的等は曖昧なまま、ダムを建設することは計画に入れておく。ダム建設の目的やダム

の規模・形態は後から決める」などというのは、河川整備計画策定－河川法１６条の２－の

根本を蹂躙し、愚弄するものです。許されて良いわけがありません。 
 
 
２．無理なダム建設が犠牲者を生む 
 ～過労自殺（労災）とトカゲの尻尾切り～ 
 
 水資源機構徳山ダム 建設所での労災（職員の過労自殺）により、徳山ダム 建設所長 自閑茂

治氏が書類送検され（２月１９日）、更迭されました（２月２０日）。 
 
 新聞記事を引用します。 
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  
★2008年02月20日09:22 岐阜新聞 
職員の過労自殺で書類送検 水資源機構と所長 
http://www.gifu-np.co.jp/news/kennai/20080220/200802200922 4107.shtml 
 
 大垣労働基準監督署は１９日、自殺した男性職員＝当時（２８）＝に不当に長時間の労働

をさせたとして、労働基準法違反の疑いで、独立行政法人「水資源機構」（さいたま市中央

区）と、徳山ダム建設所（揖斐郡揖斐川町上南方）の男性所長（５２）を岐阜地検大垣支部

に書類送検した。 
 
 調べでは、同機構と所長は２００６（平成１８）年９月の１カ月間、自殺した職員に計約

１４０時間の法定時間外労働をさせた疑い。 
 
 この職員は当時、同建設所用地課で事業用地の買収交渉を担当していたが、０７年２月に

自殺。遺族は長時間労働が原因として同年３月に同署に労災を請求、同署は過重な業務が原

因だったとして労災認定するとともに、同年１２月に同建設所に立ち入り調査を実施した。 
 
 労働基準法では、時間外労働には労使間の協定と労基署への届け出が必要だが、同建設所

では協定は締結したが労基署へは届け出ていなかった。 
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 さらに協定で定める１カ月の時間外労働の上限が１１０時間だったのに対し、自殺した職

員は０６年９月に約１４０時間、同１０月に約１２３時間に上っていた。自殺前６カ月間の

月平均では約８８時間だった。 
 
 同建設所では、０６年９月下旬の徳山ダムの試験たん水開始に伴って業務が増加し、同機

構の内部調査では同月中、自殺した職員以外に約１０人の職員が１１０時間を超える時間外

労働をしていたという。 
 
 同所長は「申し訳ないと思っている。労基署への届け出はしていると思っていた。（試験

たん水を控え）長時間労働も仕方ない状況だった」と話しているという。同機構の青山俊樹

理事長は「誠に遺憾で、深くおわびする。適正な労務管理の徹底を図りたい」とコメントし

た。 
 
 
★ 2008年2月21日  読売新聞（岐阜） 
徳山ダム建設所長更迭／書類送検で水資源機構 
http://www.yomiuri.co.jp/e-japan/gifu/news/20080220-OYT8T00551.htm 
 
 独立行政法人水資源機構の徳山ダム建設所（揖斐川町）に勤めていた男性職員が違法な長時間

労働などで過労自殺し、大垣労働基準監督署が同機構と自閑(じかん)茂治・徳山ダム建設所長を

労働基準法違反（長時間労働）の疑いで岐阜地検大垣支部に書類送検したことを受け、同機構は

２０日、自閑所長を同日付で本社ダム事業部付とする人事異動を発表した。 
 
 異動理由について、同機構では「書類送検され、所長として不適切」としており、事実上の更

迭人事。処分に関しては、「司法の判断を待って厳正に対処する」としている。 
 
 後任の所長には、日野浩二・ダム事業部設計課長が就任した。 
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  
 
 自閑氏の言い訳コメントにもある通り、０６年９月は「９月２５日湛水開始」という無理なス

ケジュール設定のために、徳山ダム 建設所は超多忙になってしまいました。 
 そもそも日程的に無理があっただけではありません。 
 「約束～日本一のダムが奪うもの～」という東海ＴＶの番組（０７年「地方の時代」映像グラ

ンプリ受賞）にもなった通り、「徳山村民への重大な約束違反」があったから、反発が激しかっ

た・・・何とか湛水開始セレモニーを（「大混乱にならないように」）済ますために、徳山ダム

 建設所職員は、あれやこれやのなだめ・すかしやゴマカシの口約束の類のことを連日連夜行っ

ていたのです。 
 この「仕事」が、「徳山村の人を更に騙すことに他ならない」ことを、この職員は知っていた

に違いありません。自分が人を騙す・・・・単なる長時間残業という以上に、精神的に追いつめ

られたに違いありません。 
 この事態の真の「Ａ級戦犯」は、水資源機構青山俊樹理事長（及び前トップの近藤徹氏）をは

じめとする国交省天下り幹部＆国交省河川局幹部です。でも「Ａ級戦犯」達は、個々人としては
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送検もされず、責任は他人事のように通り過ぎる・・・・。 
 典型的な「トカゲの尻尾切り」路線でことを運ぶ水資源機構上層部＆本省河川局に憤りを覚え

ます。河川局の誤った河川行政の責任を一切頬被りして、肥大化した「水資源開発公団－水資源

機構」を少しずつ縮小していく・・・そのためには、下請け・孫請け作業員の命、末端職員の命

を犠牲とし、生え抜き職員に責任を押しつける・・・・。 
 
 犠牲者を出してしまう「要らない徳山ダム建設を強行する構図」全体が問題です。水資源機構

徳山ダム 建設所は、用地交渉の不祥事を巡って何度も「処分」を出しています。 
 また、０５年４月には下請け業者の労災死亡事故を起こしています・・・０３年秋以来、当会

に繰り返し「無理な工事が強行されている。自分も無資格で危険な業務を強いられている。その

うちに犠牲者が出ると思う」という訴えがあり、それをその都度水資源機構徳山ダム 建設所に

伝えていたにも拘わらず、です。（さらに、この事故に関連して情報公開請求を行ったときには、

水資源機構は「（情報隠し－情報公開黒塗りで有名な）防衛省も真っ青」という真っ黒塗り「開

示」で対応してきました。内閣府の情報公開・個人情報保護審査会で、ほぼ私の主張通りの意見

が出され、１年半後にそこそこに開示されましたが） 
 こうした構図は、「まずダム建設ありき」で事を運ぼうとする丹生ダム・川上ダムでも繰り返

されるに違いありません。 
 要らないダムを作ることは、この先さらに犠牲者を生むことになるでしょう。 
 
 
３．丹生ダム・川上ダム計画は白紙撤回を 
 ～淀川水系河川整備計画原案において「白紙」を鮮明に～ 
 
 水資源開発施設としての丹生ダム・川上ダムの「不要」は明らかです。 
 
（１）川上ダム 
 川上ダムにおける伊賀水道水源分は、いくら三重県が「必要」と言ってみても最終ユーザーが

費用負担しきれないことは明白です。 
 「受益地域」の伊賀市の意向は曖昧なようです。 
 
 ０４年の木曽川フルプラン全部変更手続において、岐阜県は「大垣地区に徳山ダムの水が必要」

と言い続けました。大垣地区市町は「余裕があれば結構だ」というような曖昧な態度に終始しま

した。フルプラン変更では、末端水道事業者の同意等は必要としない不思議な法体系となってい

るからです（「近藤さん、フルプランって何ですか？」というのが、０３年暮れの大垣市水道課

職員の私への質問です、正直なのは結構ですけど。そして岐阜県水資源課（当時）は、「市町は

短期的なことしか分からないが、県は市町より長期的視点を持っている」と宣って、対象市町に

は正式な問い合わせをすることすら拒否しました）。 
 この結果、岐阜県は来年度（今年春）から、毎年２５億円程度の徳山ダム水源費負担金の償還

金を、一般会計から（！）支払い続けることになります・・・・公債費率１８％超の苦しい財政

の中で！ 
 
  長良川河口堰の未利用水でさんざん苦しんだ（苦しんでいる）三重県企業庁は懲りないので

しょうか？ 三重県の財政も岐阜県と同じく非常に厳しい－「水源に余裕があることは良いこと

974 近藤ゆり子氏

974－ 4／5



だ」などという甘い状態ではありません。 
 長良川河口堰水源費負担を三重県の一般会計が補填してきた経緯からすれば、三重県民全体が

このことを知った上で（川上ダム水源開発費の三重県負担分を、三重県の一般会計で補填するこ

とを是とするかどうか、まで踏み込んで）、川上ダム・伊賀水道分の議論が必要です。 
 しかし、実際は、多くの三重県民は、川上ダム及び伊賀水道のことを知りません（少なくとも

私が知る四日市市や桑名市の人々は、淀川水系のダムが三重県内に計画されていることも知らな

い）。 
 こんな状態で水資源開発促進法に基づく川上ダム計画が漫然と河川整備計画に位置づけられ

ることは、法の本来の趣旨にも反します。 
 
（２）丹生ダム 
 すでに各府県議会等では「利水者総撤退」が表明されています。水資源機構ダムとしての丹生

ダム計画はとっくに白紙になっていなければならないのに、「（現行計画を白紙撤回することな

く）今後数年かけて新たな計画を練っていく」（08.02.22.近畿地整河川部 河川計画課）などと

いうのは、河川法も水資源開発促進法・水資源機構法もねじ曲げています。 
 法律による行政の根幹を蔑ろにしたところに、「良い川づくり」などはありえません。法を無

視する行政の側から「良い川づくり」などというセリフが発せられると、私は「この人たちは川

というものを自分たちの小手先で弄くれるオモチャだと考えている」としか感じられません。 
  
 
 再度述べます。 
 水資源機構ダム（＝水資源開発ダム）川上ダムは要らない。丹生ダムも要らない。 
 水資源開発事業として建設された長良川河口堰、そして徳山ダムが要らないのと同様に。 
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973 自然愛･環境問題研究所 浅野隆彦氏 

淀川水系流域委員会運営会議 御中 

       2008 年 2 月 22 日 

      自然愛・環境問題研究所 

                代表 浅野隆彦 

 

 短い時間の中、精力的に審議努力をされている事にお礼を申します。 

これからの審議の進め方について、73 回委員会に於いて「原案に対する委員会意見書第

1 次案を次回の委員会で審議し、その結果を踏まえ、河川管理者側が原案修正第 1 次案

を示し、委員会がそれを基に審議を行う」事が決まりました。 

 

 私たちはその方向に賛成ですが、未だ多くの問題点を積み残したまま、決着点に急がな

いよう求めます。現在の時点でまだまだ「原案にある疑義」に対し、理解出来る回答がなさ

れていないものが多々あります。即ち、その事は「原案の説明責任が果たされていない事

甚だしい状況である」ことなのであり、委員会の多くの委員の戸惑いも宣なるかな！と思い

ます。この時点で、多くの問題点を積み残したまま、頬被りして進み過ぎるのは「委員会自

身が流域住民を含め、国民に説明責任が果たせない」事になります。 

 

 私たちは少なくとも以下の事に付き十分な審議をされるよう、委員会に要求いたします。 

 

１） 琵琶湖及び湖岸陸域の環境問題（琵琶総の総括を含む）。 

２） 淀川河口及び大阪湾の環境問題。 

３） 天ヶ瀬ダム再開発問題。 

４） 瀬田川洗い堰の操作問題。 

５） 琵琶湖後期放流の問題。 

６） 宇治川の河川環境と景観を壊す問題。 

７） 次回の河川整備計画に連結する猪名川総合開発（余野川ダム建設中心）問題。 

８） 自然が作り置いた狭窄部の価値と直上流部の開発問題。 

９） 岩倉峡の流下能力の検証（新たな H-Q 曲線の疑問）。 

１０） 川上ダム予定地の推定活断層と湛水後初発地すべり危険地の特定調査問題。 

１１） 流域治水対応の具体策問題。 

１２） 「住民参加」、「住民参画」問題（特に、実質的な住民参画を保障する方策、法体  

制の整備）。 

１３） その他、「次期委員会への申し送り書」に示されている内容。 
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淀川水系流域委員会 宮本博司委員長殿 

長野市高田 
小松好人 

  
この意見は直接現在議論されている河川整備計画、ダムにかかわる問題に関するものでは

ありませんが、失礼を省みず委員長に個人的に差し上げるものです。 
  
私は長野県浅川の河川整備計画を関東地方整備局が平成 12年 12月 27日付け建設省河川局

長通達に基づいて適正に審査して認可していないと、国交省河川局水政課に審査請求中の

長野県高水協議会元会員、浅川流域協議会会員の小松好人と申します。 
  
浅川の基本高水流量が治水安全度 1/100 において 450m3/s とされているがそれは過大であ

り、その結果穴あきダムの建設計画が進行していることは問題であり、合理的な基本高水

流量が決定されれば穴あきダムは不必要で、河川改修のみで外水災害対策は策定できると

思っています。 
  
淀川水系流域委員会の活動状況はホームページを通じて理解しているつもりですが、淀川

の河川整備計画についても浅川の事例と同じで、基本高水流量について合理的な決定をし

てこなかった致命的な問題を置き去りにして議論されていることに違和感を覚えます。既

に浅野隆彦氏からも、治水安全度 1/200 における枚方基準点での基本高水流量 17,000m3/s
は過大であるとの指摘があり、近畿地方整備局への質問に対して国交省の基準にしたがい

全国共通の方法で実施しているから間違いないとの回答が出されていますが、この回答は

長野県土木部の回答と全く同じです。 
  
過大な基本高水流量が決定される最大の理由は、計画雨量まで引き伸ばされた対象降雨か

らのピーク流量群の最大値を採用していることだと思います。ピーク流量群に統計的な考

察をして、適切な治水安全度に見合う基本高水流量を決定すべきです。 
  
既に「改定新版 建設省河川砂防技術基準（案）同解説 調査編」P64～P65 に、確率年（治

水安全度の逆数）の計算法が開示されていて、これによるとピーク流量の超過確率に雨量

確率を乗じてその逆数を求めると確率年が求められます。この計算式を利用すると、ピー

ク流量群の平均値の確率年は計画規模の確率年の 2倍になります。 
  
この改定新版は平成 9 年 10 月 16 日に発行されていますから、淀川の河川整備基本方針に

も適用されても不思議はなかったのです。 
  
尚「改定新版 建設省河川砂防技術基準（案）同解説 調査編」P65 に対象降雨について

のサンプル数を十分大きく取るようにと記述しています。引き伸ばし率 2 倍程度にこだわ

ってきた国交省の方針はこの点から不適切であると思っています。これはあくまでピーク

流量群の最大値（たとえ時間分布、地域分布の異常からの棄却をしても）を基本高水流量

に決定する方針を墨守する目的があったと思っています。 
  
淀川のごとき大河川と浅川のごとき中小河川の差はあっても、ピーク流量群の扱いについ

て統計的な取り扱いをすることは同じことであります。既に国交省も那珂川、相模川、久

慈川において総合確率法、荒川で複合確率法を採用して統計的な計算に理解を示していま

す。 
  
私のホームページに近日中にアップロード予定の原稿を参考までにお送りします。お読み

になってのご感想をお送りいただければ有難く思います。 
  

以上 
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「淀川流域委員会の活動に思う」 

私が 2003 年 7 月に Uターンして長野市に住むまで 34 年間のほとんどは枚方市に住んで

いて、自宅から小一時間ほど歩けば淀川の河川敷に行けました。八幡市の背割堤から枚方

市の枚方大橋付近までの河川敷は手軽なウォーキングの場所でした。独身時代に近くに住

んでいた武庫川以上に思い入れのある川です。 

ご多分に漏れず淀川の河川整備計画についても、一旦当面実施せずとされた四つのダム、

大戸川ダム、丹生ダム、川上ダム、余野川ダムをめぐって、淀川流域委員会で熱い議論が

交わされています。改正河川法に基づき開かれた議論の場のモデルと言われた淀川流域委

員会は、その先進的な活動から近畿地方整備局に敬遠され新たに再組織された経緯があり

ます。かつて淀川流域委員会の立ち上げに尽力され、国交省河川局防災課長を退職され民

間人となった宮本博司氏が、新しい淀川流域委員会の委員長に就任しています。宮本氏の

淀川河川行政にかかわる心情は世界 2007. 7. P233～240 のインタービューで知ることがで

きます。 

再スタートした淀川流域委員会は公募の委員を除けば国交省側の委員が多いようで、河

川整備基本方針検討小委員会で決定された淀川整備基本方針に従って粛々と河川整備計画

についての議論がなされそうですが、どうも近畿地方整備局の思惑通りに結論が得られそ

うではないように見えます。この委員会での議論の内容は、逐一淀川流域委員会のホーム

ページで読むことができます。現在の議論は、以前の淀川流域委員会で当面実施しないと

された四つのダムのうちの大戸川ダム、丹生ダム、川上ダムについて集中されています。

この三つのダムについては当初治水専用かほぼ治水目的とされていたのに、大戸川ダムに

ついては瀬田洗堰を全閉にしないために宇治川の流量を減じる目的、丹生ダムについて琵

琶湖の異常渇水時用、川上ダムは周辺ダム（高山ダム、布目ダム、比奈知ダム、青蓮寺ダ

ム）の延命も目的であるとの付加的な理由を挙げています。余野川ダムは別として何が何

でもダム建設を果たそうとする近畿地方整備局の本音がうかがえます。 

しかし、良識派の委員は大戸川ダムについては宇治川の基準点における 1,500m3/s（治水

安全度 1/150）のピーク流量の計算結果に疑問を呈し、また丹生ダムについては異常渇水時

用には貯水量が不足であること（貯水量は 4,050 万 m3 と言われ琵琶湖で 6cm の水位増加と

なる）、川上ダムについては不用なダムを作るために新たな目的を持ち出したなどの見解

が明らかにされています。しかしこのように反対の理由をその都度展開しなければならな

い淀川流域委員会の戦術については、ある種の限界を感じているのは事実です。 

それは河川整備基本方針検討小委員会で、既に淀川の基本高水は治水安全度 1/200 におい

て、枚方基準点で 17,000m3/s に決定されていることであります。河川整備基本方針検討小

委員会で公表されているデータによれば、 
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           検証方法    流量（m3/s）   中央値* 

 （工事実施基本計画のピーク流量）    （17,000）   

工事実施基本計画策定後の計画規模相当の

洪水 
  発生していない   

2 日雨量データによる確率に基づく流量（昭

和 28 年台風 13 号型） 
  13,524～19,218    16,371 

24 時間雨量データによる確率に基づく流量

（昭和 28 年台風 13 号型） 
  13,421～20,245    16,833 

流量データによる確率に基づく流量   13,695～17,476    15,585.5 

歴史洪水の検証    約 17,000   

となっています。（第 70 回河川整備基本方針検討小委員会 委員会資料 3） *私の試算 

この発表データを私が判断すると次の通りになると思います。ここで中央値は平均値と

読み替えています。 

１．流量データによる確率から、その中央値の 15,600m3/s が治水安全度 1/200 におけるピ

ーク流量になります。 

２．2日雨量データによる確率に基づく流量 16,400m3/s は治水安全度 1/400 のピーク流量

になります。 

３．24 時間雨量データによる確率に基づく流量 16,800m3/s は治水安全度 1/400 のピーク流

量になります。 

４．歴史洪水の検証から 17,000m3/s の治水安全度は 1/400 以下になります。 

すなわち淀川の基本高水17,000m3/sの治水安全度は1/200ではなく1/400以下になります。 

ただしこの判断には次の前提があります。 

１．2日雨量データによる確率に基づく流量、24 時間雨量データによる確率に基づく流量

の計算においては、引き伸ばされた対象降雨群が実降雨群を上手く代表するようにサンプ

リングされていること。サンプリング数が十分であることとも言い換えられる。引き伸ば

し率は 2.0 倍程度にはこだわらない。 

２．流量データによる確率に基づく検証において、流量は 11 ケの確率分布からの確率流量

の平均値を採用する。 
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３．流量 17,000m3/s の流量確率は、11 ケの確率分布の確率流量の平均値が 17,000m3/s に

なる流量確率から読み取る。 

淀川流域委員会に度々熱心な意見を具申している浅野隆彦氏は、17,000m3/s の流量確率

を流量確率 1/200 における 11 ケの確率流量の平均値と分散から求めて 1/4000 と結論して

いますが、この計算方法は正しいとは言えません。 

以上の検証から明らかなごとく、淀川の治水安全度 1/2000 における基本高水 17,000m3/s

（治水基準点枚方市）はあきらかに過大であり、この過大な基本高水に基づく河川整備計

画は、根本から見直さなければならないのは浅川の基本高水と河川整備計画の関係とまっ

たく同じであります。 

浅野氏も近畿地方整備局への質問で、治水安全度 1/200 における基本高水 17,000m3/s が

極めて過大であるとしていますが、それに対する近畿地方整備局の回答は、計算方法は国

交省の基準にしたがったものであり、全国共通の方法で実施されているので間違いはない

との内容で、これまた長野県土木部の回答とまったく同じであります。つまるところ国交

省が現在実施している計画規模の降雨量まで引き伸ばした対象降雨からのピーク流量群の

最大値（たとえ時間分布、地域分布の異常から棄却を実施しても）を基本高水に決定する

方法を改めなければならないのです。 

既に「改定新版 建設省河川砂防技術基準（案）同解説 調査編」P64～P65 で確率年の

計算と、サンプル数を多く取ることを記述していたにもかかわらず、その記述をまったく

採用してこなかった国交省の怠慢ぶりは、不作為とされても否定しようがないのではない

でしょうか。 

淀川流域委員会が後世にモデル流域委員会として評価されるには、淀川の治水安全度

1/200 における基本高水の見直しを提言し、治水安全度に見合った合理的に決定されたピー

ク流量を基本高水に決定せしめ、その基本高水に基づいて河川整備計画について議論する

ことであると信じています。前記のインタービューでも、田中前知事の脱ダム宣言にコメ

ントを求められて、「「基本高水（流量）」を変更せずに認めておいて「脱ダム」という

のは、ありえない話です」と宮本委員長ご自身も言っています。(2008.01.12 記） 

 

972 小松好人氏

972－ 4／4




